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この資料のポイント

1 島根県のプロフィール P 1～3

 出雲大社、松江城、石見銀山、隠岐ユネスコ世界ジオ

パークなどの豊富な観光資源

 「縁結び」、「暮らしやすさ」などで注目度アップ！

 安全で子どもを産み育てやすい環境。合計特殊出生率

全国4位

 積極的な企業誘致により県内産業を活性化

4 島根創生計画の概要 P 18～19

 3つの柱、8つの基本目標を掲げて、人口減少に打ち勝

ち、笑顔で暮らせる島根を目指す

2 島根県財政の状況 P 4～16

 地方債残高の減少率は全国平均以上

 実質公債費比率は全国2位、将来負担比率は20位

 公営企業会計にも資金不足なし

3 財政改革の取組 P 17

 「中期財政運営方針」に沿った取組

 島根創生の実現と健全な財政運営の両立に向け、基金

の確保や県債残高の縮減に取り組む

6 当初予算の状況 P 24～25

 行政改革推進債や退職手当債など将来の財源を担保

とした県債を発行せずに予算編成を実施

7 起債運営について P 26～27

 平成18年度から全国型市場公募債（5年債、10年債）の

発行を開始

 平成26年度から超長期債の発行を開始

 平成30年度から30年定時償還債の発行を開始

 令和4年度は9月に30年定償債及び20年満期一括償還

債を発行、11月に5年債を発行予定

5 新型コロナウイルス感染症への対応
P 20～23

 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を強化する

とともに、県内経済の回復に向けた取組やコロナ禍にお

ける原油価格・物価高騰対策を実施
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 平成19年に世界遺産（文化遺産）登録
 周囲の自然と一体となった文化的景観を
形成

石見銀山遺跡

 平成27年7月に天守が国宝指定

 全国で現存する12天守のうち、唯一の正
統天守閣ともいわれている

 日本さくら名所100選、都市景観100選

松江城

隠岐ユネスコ世界ジオパーク

 縁結びの神様（大国主大神）として知られ、
年間約600万人以上(令和元年）が訪れる

出雲大社

総人口 664,807人
【令和３年１０月県推計人口】

面積 6,708km2

【全国第19位 】

 東西に長く、特に海岸線は 1,000㎞以上

 隠岐諸島、宍道湖・中海などの豊かな自然

県内総生産
（名目）

2兆6,893億円
【Ｒ元県民経済計算 前年対比+1.5%】

1人当たり
県民所得

2,951千円
【Ｒ元県民経済計算 前年対比+2.3%】

 平成25年9月に世界ジオパーク
に認定

 日本海の荒波が生んだ絶景

 貴人が流された資源豊かな流浪
の島

生産年齢人口 354,720人
【令和３年１０月県推計人口】
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【観光トピックなど】

 足立美術館（安来市）の庭園が米誌ランキングで19年

連続1位（2021年ランキング）

 美肌ランキング 全国1位
(美肌グランプリ2021 POLA「皮脂毛穴レス部門」)

 世界最大の砂時計（大田市）※右写真

（一年砂時計、砂の容量は１ｔ）

 出雲日御碕灯台（出雲市）

高さ43.65mは日本一！

 何度も水質日本一に選ばれている

高津川（益田市）は日本で唯一ダム

のない一級河川！

イチバンあれこれ

順位 生産重量 （千t） 生産額 （億円）

1 愛知県 1,213 愛知県 2,232

2 福島県 174 福島県 376

3 島根県 170 島根県 338

4 栃木県 151 栃木県 321

5 岩手県 116 広島県 283

銑鉄鋳物業界の都道府県ランキング
（令和3年）

出典:「 社団法人日本鋳造協会ホームページ」より

㈱日立メタル
プレシジョン
【ロストワックス】

ヒラタ工業㈱【銑鉄鋳物】

㈱渡部製鋼所【銑鉄鋳物】

㈱ダイハツメタル【銑鉄鋳物】

前川鋳工造機㈱【銑鉄鋳物】

NTN鋳造㈱【銑鉄鋳物】

山川産業㈱【鋳物砂・中子】

東洋製鉄㈱
【銑鉄鋳物】

広島アルミニウム工業㈱【アルミ合金鋳物】

石見日東㈱【銑鉄鋳物】

㈱トウチュウ【鋳物砂】

イーグルハイキャスト㈱【銑鉄鋳物】

㈱瓢屋【鋳物砂】

ヨシワ工業㈱【銑鉄鋳物】
(六日市工場・初見工場)

㈱ツチヨシ産業【鋳物砂・中子】

㈱大田鋳造所【銑鉄鋳物】

オーエム金属工業㈱
【銑鉄鋳物】

ヤンマーキャステクノ㈱
【銑鉄鋳物】

㈱コダマ【銑鉄鋳物】

㈲小室合金鋳造所
【銅合金】

㈱大勢シェル【中子】

邑南町

松江市
安来市

奥出雲町

出雲市

大田市

江津市

吉賀町

【産業集積】

松江市

安来市

出典:「SUSANOOホームページ」より

馬潟工業㈲【難削材・長尺旋
盤加工ほか】

日立金属㈱【高級特殊鋼製品ほか】

㈱日立メタルプレシジョン【ロストワックス精密鋳造品ほか】

㈱ナカサ【ロストワックス用金型、難削材の切削加工ほか】

出雲造機㈱【特殊鋼加工ほか】

㈱キグチテクニクス【材料強度特性試験ほか】

秦精工㈱【難削材・大物旋盤加工ほか】

㈱守谷刃物研究所【精密研削加工ほか】

㈱日立金属安来製作所【特殊鋼加工ほか】

㈱ファデコ【小径精密切削加工ほか】

ご縁の国しまね

サンドミュージアムの写真

玉造温泉街の写真

鋳造関連産業

特殊鋼関連産業

島根県は世界的に有名な特殊鋼ブランド「YSSヤスキハガネ」の開発・生産・加工の拠点

島根県は鋳造関連産業が盛んで、事業規模が大きく、技術レベルが高いことも特徴

八重垣神社（鏡の池）
【松江市】

 島根県には出雲大社を筆頭に数々の神秘的な
パワースポットが存在します！

稲佐の浜【出雲市】

龍頭が滝【雲南市】 ローソク岩【隠岐の島町】

鬼の舌震（試刀岩）
【奥出雲町】



 保育所待機児童数、2年連続0人 （Ｒ2年県調べ）
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女性活躍推進プランのなにかを入れる？

【積極的な企業誘致】
企業立地の実績

（件）

全国平均

鹿児島

宮崎県

東京都

島根県

沖縄県

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

（％）

出典： 令和3年人口動態統計表[厚生労働省]

【住環境など】
いろいろランキング合計特殊出生率の推移

 全国に先駆けて子育て支援の強化に取り組んだ結果、合計

特殊出生率は全国4位

島根県1.62（全国4位） 全国平均 1.30  10万人あたり保育所数は 2位 905.9所
（出典：社会生活統計指標2022［総務省統計局］） 全国平均 551.9所

 10万人あたり一般診療所数は 2位 106.1施設
（出典：社会生活統計指標2022［総務省統計局］） 全国平均 82.4施設

 育児をしている女性の有業率は 1位 81.2％
（出典：平成29年就業構造基本調査[総務省統計局］ 全国平均 64.2％

 刑法犯の認知件数の少なさは 2位 1,936件
（出典：令和3年版警察白書［警察庁］）

 10万人あたり交通事故発生件数 137.5件 全国平均 291.6件

死傷者数 160.7件 全国平均 357.9件

（出典：社会生活統計指標2022［総務省統計局］）

 ボランティア活動の年間行動者率 3位 33.1％
（出典：社会生活統計指標2022［総務省統計局］） 10歳以上全国平均 27.9％

 通勤・通学時間 短さ 2位 往復58分
（出典：平成28年社会生活基本調査［総務省統計局］ ） 全国平均 1時間19分

 帰宅時刻 早さ 2位 18時16分
（出典：平成28年社会生活基本調査［総務省統計局］ ） 全国平均 18時53分

少なさは共に 1位

保育所待機児童率
出典：令和4年保育所関連状況とりまとめ[厚生労働省]

0.00％





2 島根県財政の状況



普通会計決算の状況 （1）収支と主な財政指標

※「基金残高」には減債基金の満期一括勘定分は含んでいない。

項目 令和2年度決算 令和3年度決算

収
支

歳入総額 5,497億円 5,886億円

歳出総額 5,206億円 5,556億円

形式収支 291億円 330億円

翌年度繰越財源 153億円 185億円

実質収支 138億円 145億円

実質単年度収支 89億円 42億円

残
高

県債残高 9,189億円 9,148億円

基金残高 430億円 549億円

うち減債・財政調整基金 245億円 362億円

指
標

財政力指数 0.26570     0.25379     

経常収支比率 90.0%     83.9%     

健
全
化

判
断
比
率

実質赤字比率 該当なし 該当なし

連結実質赤字比率 該当なし 該当なし

実質公債費比率 5.5%     5.3%     

将来負担比率 176.8% 159.8%
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人件費
1,176
21%

公債費
739 
13%

扶助費
123
2%

普通建設事業費
1,165
21%災害復旧事業費

50
1%

物件費・補助費等
1,443
26%

貸付金
492
9%

その他
368
7%

歳出

5,556

県税
891
15% 繰入金

102
2%

諸収入
558
9%

繰越金ほか
392
7%

地方交付税
1,998
34%

国庫支出金
1,152
20%

地方譲与税等
140
2%

県債
653
11%

歳入

5,886

普通会計決算の状況 （2）歳入・歳出の概要（令和3年度）

実質収支145億円 = 歳入5,886億円 - （歳出5,556億円 + 翌年度繰越財源185億円）

（億円）

自主財源
（33%）

依存財源
（67%）

投資的経費
（22%）

義務的経費
（36%）
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その他経費
（42%）



1,840 1,716
1,896 1,890 1,946

1,800 1,750 1,801 1,814 1,751 1,687 1,580 1,550
1,731

1,943

3,411 3,452

3,969
3,779

3,571 3,599 3,677 3,564
3,376 3,305 3,245

3,260 3,322

3,766

3,9435,251 5,168

5,865
5,669

5,517 5,399 5,427 5,365 
5,190 5,056 4,932 4,840 4,872 

5,497 

5,886 

774 766 

629 629 627 625 638 
684 

809 791 806 823 823 845 
891 

0

300

600

900

1200

1500

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

自主財源 依存財源 地方税収入(右軸)

普通会計決算の状況 （3）歳入規模の推移
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（億円）
（億円）

 令和3年度は、対前年度比7.1%、389億円の増額となった。

 地方交付税や法人事業税及び地方消費税などの県税が増加したことなどにより、全体として

増加した。



1,301 1,186 1,329 1,316 1,176 1,191 1,257 1,278 1,056 1,054 930 977 1,076 1,155 1,215

2,363 2,369 2,307 2,370
2,283

2,253
2,193 2,233

2,167 2,053 2,186
2,115 2,095 2,055

2,038

1,478 1,516

2,115 1,785
1,897 1,808 1,786 1,675

1,795
1,750 1,620 1,542 1,474

1,996
2,303

5,142 5,071

5,751
5,471 5,356 5,252 5,236 5,186

5,018
4,857 4,736 4,634 4,645

5,206

5,556

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

投資的経費 義務的経費 その他経費

普通会計決算の状況 （4）歳出規模の推移
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（億円）

 令和3年度は、対前年度比6.7%、351億円の増額となった。

 新型コロナウイルス感染症対策に係る医療体制の確保や中小企業対策（補助金・貸付金）、消費喚起策

等に伴う補助費等の増加などにより、全体として増加した。



普通会計決算の状況 （5）県債発行額及び公債費
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897

734 718 703

937 939

740

818 802

708
644

616
591

596
602

630 654

1,054 1,054 1,029 1,058 1,032

1,099

1,009

951 950 946

881

766

886

815
801

755
740

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

県債発行額 公債費

（億円）

 令和3年度決算：平成17年度以降17年連続で公債費以下に発行額を抑制

【発行額 654億円＜公債費 740億円（元金693億円、利子47億円）】



普通会計決算の状況 （6）県債残高
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9,151
8,859

8,574
8,197

7,887
7,573

7,280 7,104
6,897

6,604
6,330 6,182

5,947 5,810 5,740 5,755 5,789

1,367
1,513

1,656
1,839 2,205 2,501

2,665 2,838 3,018
3,182 3,517 3,592

3,607 3,592 3,522 3,434 3,359

10,518 10,372 10,230
10,036 10,092 10,074 9,945 9,942 9,915 9,786 9,847 9,774

9,554 9,402 9,262 9,189 9,148

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

通常債 臨時財政対策債

 普通会計全体の県債残高は、平成17年度をピークに減少傾向

 地方交付税で100%措置される臨時財政対策債を除いた通常県債残高は平成14年度（9,472億円）を

ピークに減少傾向（国土強靭化対策への取組により近年は微増）

［臨時財政対策債］

　地方交付税の振替として発行する地方債。

　後年度元利償還金の全額が地方交付税措置される。

（億円）



交付税で
措置される部分

2,544億円

臨時財政対策債

3,359億円

実質的な負担部分

3,245億円

普通会計決算の状況 （6）県債残高
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 県債残高9,148億円のうち、実質的な負担部分は3割程度

 地方債残高減少率は全国平均以上

実質的な負担部分は3割程度 地方債残高減少率は全国平均以上

（※臨時財政対策債除き、本県試算）

※満期一括償還地方債に係る減債基金積立額を除く。

［残 高］
9,148億円

65％

35％ ※H19年度末残高を100とした場合

100.0 
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91.9 
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80.4 

77.1 

73.7 
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69.4 
67.8 66.9 67.1 67.5 

100.0 99.2 
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93.6 
91.3 

88.5 

85.3 

82.6 
81.1 

79.6 
78.5 78.6 

80.2 

100.0 99.3 99.2 

96.8 

94.3 
92.1 

88.9 

86.2 

83.5 
82.2 

80.9 
79.8 80.1 

81.9 

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

島根県 全国平均 市場公募団体平均

※Ｒ３年度の全国平均、市場公募団体平均値は
Ｒ４．９月時点で不明のため未算定。



実質公債費比率の状況
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区分
実質公債費比率 （参考）

早期健全化
基準

（参考）
財政再生
基準（3ヵ年平均） Ｒ元 R2 R3

実質公債費比率 5.3% 5.1% 5.2% 5.9% 25.0% 35.0%

公債費 3.8% 3.4% 3.6% 4.5%

公債費に準ずる経費 1.5% 1.7% 1.6% 1.4%

減債基金積立不足
に対する加算

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

 実質公債費比率は、3ヵ年平均（R元～R3）で5.3%

 全国順位は2位



将来負担比率の状況
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項目 算定額 構成比

分子
（A）

将
来
負
担
額

一般会計等の地方債現在高 951,728 88.1%

債務負担行為に基づく支出予定額 1,898 0.2%

公営企業会計の地方債残高に係る一般会計等負担見込額 18,774 1.7%

組合等の地方債残高に係る一般会計等負担見込額 1,240 0.1%

退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 94,843 8.8%

設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 11,352 1.1%

連結実質赤字額 0 0.0%

組合等の償還に充当可能な基金 0 0.0%

小計 1,079,835 100.0%

地方債の償還に充当可能な基金 ▲87,687

地方債の充当可能な特定の歳入 ▲9,181

地方債の償還に係る基準財政需要額算入見込額 ▲610,035

分母
（B）

標準財政規模 289,063

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 ▲55,793

将来負担比率算定額 （A）/（B）×100 159.8%
早期健全化基準

400.0%

（百万円）

※「地方債現在高」には、満期一括償還地方債に係る減債基金積立額を含む。

 令和3年度は、全国平均160.3%に対し、島根県は159.8%（全国順位は20位）
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県債発行額の抑制などこれまでの取組により、将来的な負担を軽減

実質公債費比率

227.9%（H19） → 159.8%（R3）

将来負担比率

実質公債費比率と将来負担比率の散布図

（将来負担比率）

H24H25
H27 将来負担比率全国平均

160.3%

実質公債費比率全国平均
10.1%

（実質公債費比率）

島根県

実質公債費比率 5.3%

将来負担比率 159.8%

H26H28



公営企業決算（法適用事業）の状況
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 6つの企業会計（電気、工業用水道、水道、宅地造成、流域下水道及び病院事業）を設置し運営

 なお、いずれの会計も資金不足は生じていないため、資金不足比率※は該当なし

※資金不足比率：
資金の不足額／事業の規模

資金の不足額（法適用企業）
流動負債－流動資産

貸借対照表（令和3年度決算）

項 目 電 気 工業用水 水 道 宅地造成 流域下水道 病 院

資産

固定資産

22,147 2,471 33,267 84 41,761 26,097

有形固定資産 21,576 2,471 27,163 41,697 25,589

無形固定資産 535 0 6,104 64 6

投資 36 84 502

宅地造成

2,260

完成宅地 1,722

未成宅地 538

流動資産

3,641 449 2,190 870 833 6,234

現金及び預金 3,123 427 2,015 870 527 2,705

未収金 460 16 159 0 306 3,560

貯蔵品 54 5 16 76

その他 4 1 0 0 ▲ 107

繰延資産

合計 25,788 2,920 35,457 3,214 42,594 32,331

負債

固定負債

15,930 3,135 6,877 2,651 6,348 18,609

企業債 15,488 1,259 5,812 1,126 6,223 14,298

長期借入金 1,773 753 1,515

引当金 442 103 312 1 12 4,311

その他 9 113

流動負債

1,845 120 904 177 965 5,521

企業債 1,097 60 607 149 675 2,681

長期借入金 5 57

未払金及び未払費用 710 54 228 28 215 2,035

引当金 36 2 11 12 661

その他 2 0 1 0 63 144

繰延収益 1,092 495 10,177 31,710 5,625

合計 18,867 3,750 17,958 2,828 39,022 29,756

資本

資本金 6,313 398 17,488 304 1,062 1,845

剰余金

608 ▲ 1,228 11 83 2,511 730

資本剰余金 2 38 385 30 2,151 872

利益剰余金 607 ▲ 1,265 ▲ 374 52 360 ▲ 142

合計 6,921 ▲ 830 17,499 386 3,572 2,575

注： 表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げ額と合計が一致しない場合がある。

（単位：百万円）



公営企業決算（法適用事業）の状況
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令和3年度決算の状況

区分
事業名

概 要
収益的収支 資本的収支 資金不足

比率（％）収入（A） 支出（B） 差引（A-B） 収入（C） 支出（D） 差引（C-D）

電気事業
水力発電所15カ所、風力発
電所1カ所、太陽光発電所4

カ所が稼働中
3,192 2,533 659 1,689 3,211 1,522 －

工業用水道事業 2地域の立地企業へ供給 207 188 19 99 144 ▲ 45 －

水道事業 県内6市に水道用水を供給 1,951 1,933 18 176 962 ▲ 786 －

宅地造成事業
2カ所の工業団地造成事業を
実施

625 287 338 266 270 ▲ 4 －

流域下水道事業

宍道湖流域3市の下水を処理
・東部処理区
：松江市、安来市
・西部処理区：
：松江市（宍道町）、出雲市

4,622 4,448 174 2,228 2,757 ▲ 529 －

病院事業

県立2病院を運営
• 県立中央病院：
一般病床等 568床

• 県立こころの医療センター：
精神病床 224床

23,237 22,432 805 3,504 4,474 ▲ 970 －

(単位：百万円）



出資法人等の状況
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 「島根県が出資する法人等の健全な運営に関する条例」を設置し、各団体の経営評価を実施

 各団体の自己評価と県の評価を議会に報告しており、財務情報等の経年分析や団体の方向性等を整

理・公表

「島根県が出資する法人等の健全な運営に関する条例」に基づき経営評価を行っている団体等の令和3年度決算の状況

団体名称
設立
時期

基本財産の額
（R4.3.31現在）

損益計算書（P/L）
正味財産増減計算書

貸借対照表（B/S）

業務概要

金額
県出資
等割合

経常
収益

経常利益
（損失）額

当期利益
（損失）額

資産
合計

負債
合計

資本合計
又は

正味財産

1 （公財）しまね海洋館 H 9. 4 100 100.0% 554 ▲53 ▲53 642 197 445 「島根県立しまね海洋館」の管理運営等

2 （公財）ふるさと島根定住財団 H 4. 9 417 100.0% 751 ▲12 ▲13 2,055 138 1,917若年者の県内就職とＵ・I ターンの促進に関する事業等

3 （公財）しまね女性センター H10.10 112 89.2% 147 ▲8 ▲8 180 15 165 「島根県立男女共同参画センター」の管理運営と男女共同参画の推進等

4 （公財）しまね自然と環境財団 H 3. 7 133 92.5% 474 ▲1 ▲2 251 45 206 「島根県立三瓶自然館」ほかの管理運営等

5 （公財）しまね文化振興財団 H 9. 3 200 100.0% 955 18 18 1,228 205 1,023 「島根県民会館」ほかの管理運営と文化事業の実施等

6 （公財）しまね国際センター H 1.11 1,288 78.6% 80 ▲ 6 ▲ 6 1,796 35 1,761多文化共生の地域づくり、国際交流・協力に関する活動の支援等

7 （公財）島根県障害者スポーツ協会 S54. 5 248 78.4% 35 1 1 285 15 271障害者スポーツ活動の振興および選手の強化・育成等

8 （公財）島根県みどりの担い手育成基金 H 5. 3 1,470 88.4% 31 0 0 1,482 12 1,470林業担い手の確保・育成に関する事業等

9 （公社）島根県林業公社 S40. 6 450 50.0% 751 ▲ 14 ▲ 224 83,329 61,539 21,790分収造林契約等による森林の造成、育成等

10 （一財）くにびきメッセ H 3. 9 809 63.7% 278 21 10 1,194 85 1,109産業交流施設の管理運営、コンベンションの誘致支援等

11 （公財）しまね産業振興財団 H 11.4 146 100.0% 1,415 ▲ 3 20 2,662 1,615 1,047県内産業の高度化、新たな産業の育成等に関する事業

12 〔特〕島根県土地開発公社 S48. 4 30 100.0% 1,338 13 13 12,586 9,916 2,670公共用地の取得、管理、処分および宅地造成事業等

13 〔特〕島根県住宅供給公社 S40.12 10 100.0% 1,592 48 48 8,044 3,890 4,153積立分譲住宅、宅地開発、賃貸住宅事業等

14 （公財）島根県建設技術センター H 8. 3 100 100.0% 108 ▲ 7 ▲ 7 223 19 204建設技術に関する研修事業等

15 （公財）島根県暴力追放県民センター H 4. 5 429 70.0% 17 0 0 441 2 439暴力団員による不当行為の相談、被害者救済等

16 （公財）島根県環境管理センター H 4. 3 224 31.2% 1,146 301 299 6,952 2,366 4,586産業廃棄物最終処分場の管理運営等

17 （公財）しまね農業振興公社 S45. 8 229 0.4% 481 ▲ 14 ▲ 12 1,933 1,468 465農地保有合理化、農業担い手の確保・育成に関する事業等

(単位：百万円）



3 財政改革の取組



財政健全化に向けた取組
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「財政健全化基本方針」（H20～29）

〔収支改善目標〕

H29年度250億円程度
目標達成

「財政運営指針」（ H29～）→「中期財政運営方針」（R2～6）取組中

行政の効率化・スリム化

事務事業の見直し

財源の確保

スクラップ・アンド・ビルドの徹底

行政の効率化・最適化の推進

県有財産の売却などによる財源の確保

決算剰余金等を活用した財政基盤の強化

①財政調整のための基金の確保

175億円 → R6末目標 ： 220億円程度
（R元末残高見込み）

②県債残高の管理

5,632億円 → R6末目標 ： 5,400億円程度
（R元末通常県債残高見込み）

〔目標〕
島根創生の実現と健全な財政運営の両立

 厳しい財政状況のなかにあっても、人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根をつくる島根創生の実現に向け、

産業振興、子育て支援、中山間地域・離島対策、社会インフラの整備などを拡充していくための事業費を確保し

つつ健全な財政運営との両立を目指す

 概ね10年後において、130億円程度の規模の基金を確保した上で、給与の特例減額などの特例措置なしに収支

を均衡

〔４つの柱〕



4 島根創生計画の概要



「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を目指して
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 将来像を実現するための３つの柱、８つの基本目標 （令和２年３月に策定 ５か年計画）

【第１編】 人口減少に打ち勝つための総合戦略

島根の経済を支えている第１次、
第2次、第3次産業の活力を高め、
所得を引き上げ、若者の雇用を増
やします。

１ 魅力ある農林水産業づくり

２ 力強い地域産業づくり

３ 人材の確保・育成

若い人達が安心して島根で暮らし続
けて、子どもを1人、2人、3人と産み育
てたいと思うことができ、その希望をか
なえるための子育て支援の充実や、
働きやすい環境の整備をします。

１ 結婚・出産・子育てへの支援

人口減少がいち早く進んできた中山間
地域・離島と人口が集積した都市部
が、共存・連携して共に発展する地域
づくりを進めるとともに、それを支える
社会基盤を整備します。

１ 中山間地域・離島の暮らしの確保

２ 地域の強みを活かした圏域の発展

３ 地域の経済的自立の促進

４ 地域振興を支えるインフラの整備

自分たちの生まれ育った地域の価値
について子どもの頃から学ぶ活動や
Ｕターン・Ｉターン支援により、島根に
愛着と誇りを持ち、将来の島根を支え
る人をふやします。

１ 島根を愛する人づくり

２ 新しい人の流れづくり

３ 女性活躍の推進



「人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根」を目指して
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【第３編】 安全安心な県土づくり

県民の日常生活を支える地域生活
交通などの生活基盤の確保や、暮
らしをとりまく豊かな環境の保全に
取り組みます。

１ 生活基盤の確保

２ 生活環境の保全

県民の安全安心な暮らしを守るため
に、防災対策を推進するとともに、食
の安全をはじめとする安全な日常生
活を確保します。

１ 防災対策の推進

２ 安全な日常生活の確保

【第２編】 生活を支えるサービスの充実

保健・医療・介護を充実させるととも
に、支え合いにより県民一人ひとり
が生きがいをもって安心して暮らせ
る地域共生社会の実現を進めます。

１ 保健・医療・介護の充実

２ 地域共生社会の実現

教育の充実や、スポーツ・文化芸術
の振興などを通じて、県民一人ひとり
が生き生きと心豊かに暮らせる社会
をつくります。

１ 教育の充実

２ スポーツ・文化芸術の振興

３ 人権の尊重と相互理解の促進

４ 自然、文化・歴史の保全と活用





5 新型コロナウイルス感染症への対応



 県民の皆さんの命と生活を守るため、感染拡大防止と医療提供体制の強化を図るとともに、感染症の長期化に

よる影響を踏まえ、県内経済や県民生活の回復に向けた支援に取り組みます。

新型コロナウイルス感染症への対応

Ⅰ．医療提供体制・感染症対策を強化

 円滑なワクチン接種に向けた取組を進めます。

 ワクチン接種に関する相談窓口を設置し、ワクチン接種をより円滑に受けられるようにします。

 新型コロナワクチンについてテレビＣＭ、YouTubeチャンネル（しまねっこチャンネル）において、効果、副反応、差別・誹謗中傷

の防止等、県民の皆さんの理解を深める情報を積極的に発信します。

 医療提供体制の強化を図ります。

 自宅療養者の支援体制や病床の確保などの予算を引き続き確保し、県民の皆さんが安心して医療を受けられるようにしま

す。

 学校等における感染防止・学習環境を確保します。

 県立学校や私立学校等の換気・密回避・衛生対策を進めることで、生徒等を感染症から守ります。

 全国大会などに参加した生徒等や、長期休業明けに帰寮する寄宿舎生への検査を行い、安心して学校教育活動ができるように

します。

20



新型コロナウイルス感染症への対応

Ⅱ.県内経済や県民生活の回復に向けた支援

21

 中小企業者等の資金繰りを支援します。

 令和３年度に創設した制度融資の保証料率の引き下げを行い、中小企業者等の資金繰りを支えます。

 令和２年度に融資した制度融資について据置期間と融資期間をそれぞれ延長し、必要な保証料を支援します。

 しまねの農林水産物の消費拡大を図ります。

 農業者や漁業者と流通事業者などが共同で行う販売促進の取組を支援し、農林水産品の県内流通の拡大を後押しします。

 飲食・観光の需要を喚起します。

 国の「Ｇｏ Ｔｏ Ｅａｔキャンペーンしまね」終了後も県独自の特典付き飲食券を発行し、飲食関連事業者を支えます。

 宿泊割引キャンペーンなどにより観光需要を喚起し、観光客の回復につなげます。

 飲食・商業・サービス業の新事業展開を後押しします。

 売上が減少している飲食・商業・サービス業の中小企業者が行う設備投資を支援します。

Ⅲ.県民生活を支援

 農福連携など、障がい者の就労を支援します。

 農作業を新たに請け負う、または拡大する就労継続支援事業所を支援し、工賃の向上につなげます。

 困難や不安を抱える女性やひとり親家庭を支援します。

 相談会や親子体験活動などを行い、困難や不安を抱える女性やひとり親家庭を支援します。



 国の総合経済対策にも呼応し、早急に対応すべきコロナ禍における原油価格・物価高騰対策について、速やかに

補正予算を編成し、県民の皆様の暮らしを引き続き支えていきます。

コロナ禍における原油価格・物価高騰対策

Ⅰ．農林水産業への支援

 エネルギー効率の高い農業用ハウスの整備や林業・水産業における省エネ機器などの導入を支援します。

 農業者・漁業者を対象に低利な融資制度を創設し、事業の継続を支えます。

 畜産農家に対し、異常高騰している飼料の購入費や経営改善の指導を受けるための費用を支援します。

 国の肥料価格高騰対策事業に加えて化学肥料の低減に取り組む農業者を支援し、

低コスト型の農業経営への転換をサポートします。

 飼料や堆肥の県内生産を促す設備の導入や、広域に流通させる仕組みの実証を支援します。

 原木増産のために必要な設備の導入を支援するなど、国産材の安定供給につなげます。

 国際水準ＧＡＰ（※）として全国第一号で認証された美味しまねゴールドを核とした特徴ある

島根県産農産物のＰＲ強化や販路拡大を実施します。

※ 「食品安全」、「環境保全」、「労働安全」、「農場経営管理」、「人権保護」の５分野を網羅する生産工程管理基準(ＧＡＰ)

Ⅱ．ものづくり産業への支援

 生産プロセスの変革やサプライチェーン再構築への対応に必要な設備投資などを支援し、製造業者の

収益確保や新たな受注獲得に繋げます。

 エネルギーコスト削減効果の高い設備投資などを支援し、製造業者の経営をサポートします。
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コロナ禍における原油価格・物価高騰対策

Ⅲ．飲食・商業・サービス業などへの支援

 新事業の展開に必要な設備投資などを支援し、売り上げの回復を後押しします。

 エネルギーコスト削減効果の高い設備投資などを支援し、経営をサポートします。

Ⅳ．公共交通事業者への支援

 新型コロナウイルス感染症の影響による利用者の減少に加え、原油価格高騰の影響を受ける

県内公共交通事業者等に対して、燃料費の一部を支援し、県民の皆様の移動手段を確保・維持します。

 光熱費の予算を増額し、生徒等が安心して学習できる環境を確保します。

 急激な食材価格の高騰に対応するため、特別支援学校などの給食費を支援し、

栄養バランスや量を保った学校給食を提供できるようにします。

 「子ども食堂」を運営している団体等を対象に、食材費や衛生用品等の購入経費を助成することで、

困難を抱える子どもたちが安心して過ごせる居場所を維持・確保します。

 障がい者が利用する就労継続支援Ｂ型事業所が行うエネルギーコスト削減効果の高い設備への更新を

支援し、工賃の向上を後押しします。

Ⅴ．学校・その他団体等への支援
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6 当初予算の状況



一般会計当初予算の状況 （1）推移
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 令和4年度一般会計当初予算 4,821億円（ 対前年比＋151億円、＋3.2% ）

（注）H30当初予算から中小企業制度融資等預託金を特別会計に移行

令和4年度当初予算の4つの柱

Ⅳ. 安全安心な県土づくり

572億円

5,355 5,322 5,277 5,312 5,272 5,300 
5,202 

5,118 

4,520 

4,687 
4,750 

4,670 

4,821

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

(億円)

Ⅱ. 人口減少に打ち勝つための
総合戦略の推進

Ⅰ. 新型コロナウイルス感染症対策 Ⅲ. 生活を支えるサービスの充実

711億円743億円191億円



公債費

発行額

391億円

（臨時財政対策債を除く）

利子等
33億円

元金
383億円

416億円
行政改革推進債や退職手当債

といった将来の財源を担保とした

県債を発行せずに予算編成を実施

一般会計当初予算の状況 （2）県債発行額及び公債費
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7 起債運営について



県債資金調達の推移

 長期的・安定的資金確保のため、平成18年度から全国型市場公募債を導入

 平成21年度から全国型市場公募債の発行額を増やしており、令和3年度は420億円を発行

借入先別県債発行額の推移（借換債を含む）
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（億円）

全国型市場公募債

（H18～20）100億円 （H21～22）200億円 （H23）400億円 （H24）300億円 （H25）300億円 （H26）420億円 （H27）250億円
（H28）480億円 （H29）400億円 （H30）400億円 （R元） 500億円 （R2）420億円 （R3）420億円

100 100 100
200 200 200 249 237 222 210 237 243 241 277 295 294

200
51 63

198

40

243
157 159

223
125 126511 512 467

142 166

205

229 227

222

263

231

223 239

197

154 135

0 1
1

253
133

100
176

123

350

234

229

177 178
182

152
92

123 86
115

584

566

328 337
337

263

171

149

125 116
128

181
225

734 719 704

1,190

1,072
1,040 1,045

988

1,256

918

1,089

925 933

1,007

907
872

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

その他（国の予算貸付など） 市場公募債(新発債) 市場公募債(借換債)

市中銀行・その他金融機関(新発債) 市中銀行・その他金融機関(借換債) 政府資金・地方公共団体金融機構

地元金融機関引受

【新発債】
10年債 135億円

【借換債】
10年債 92億円

全国型市場公募債

【新発債】

30年(定償) 150億円

20年債 2億円

5年債 143億円

【借換債】
20年債 118億円

5年債 7億円



全国型市場公募地方債の発行
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令和3年度公募引受シンジケート団編成表 及び 発行実績・予定

銀行団（4）

山陰合同銀行

みずほ銀行

新生銀行

三井住友銀行

証券団（12）

SMBC日興証券

大和証券

野村證券

みずほ証券

東海東京証券

三菱UFJモルガン・スタンレー証券

岩井コスモ証券

岡三証券

ゴールドマン・サックス証券

丸三証券

あおぞら証券

ＳＢＩ証券

H23 H24 H25 H26

発行額 200億円 200億円 200億円 100億円 200億円 100億円 200億円 120億円 100億円

発行月 11月 3月 11月 3月 11月 3月 11月 2月 3月

年限
5年：100億

10年：100億
5年

5年：100億
10年：100億

5年
5年：100億

10年：100億
5年 5年 30年 5年

形態 シ団 シ団 シ団 シ団 シ団 シ団 シ団 主幹事 シ団

H27 H28 H29 H30

発行額 150億円 100億円 380億円 100億円 300億円 100億円 300億円 100億円

発行月 9月 11月 9月 11月 9月 11月 9月 11月

年限 30年 5年
20年：150億
30年：230億

5年
20年：180億
30年：120億

5年
20年：150億

30年定：150億
5年

形態 主幹事 シ団 主幹事 シ団 主幹事 シ団 主幹事 シ団

R元

発行額 350億円 150億円

発行月 9月 11月

年限
20年：150億

30年定：200億
5年

形態 主幹事 シ団

R2

270億円 150億円

9月 11月

20年：150億
30年定：120億

5年

主幹事 シ団

R3

270億円 150億円

9月 11月

20年：120億
30年定：150億

5年

主幹事 シ団

R4

196億円 100億円

9月 11月

20年：102億
30年定：94億

5年

主幹事 シ団



お問い合わせ先

〒 690-8501 松江市殿町1番地

TEL：0852-22-5036 FAX：0852-22-6264

e-mail：zaisei@pref.shimane.lg.jp

URL：http://www.pref.shimane.lg.jp/zaisei/

島根県総務部財政課予算第三グループ


